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宅地造成等規制法の施行にあたっての留意事項について 

 

 

平成１２年４月１日付けで「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法

律」 （平成１１年法律第８７号）が施行され、宅地造成等規制法（昭和３６年法律第９１

号）に基づく許可等の事務が機関委任事務から自治事務に移行したところであります。 

これに伴い、別紙１に掲げる宅地造成等規制法の施行に関し発出した通達もその効力を

失ったところであり、その旨御了知願います。 

なお、今般、宅地造成等規制法の施行にあたっての留意事項を別紙２のとおり、まとめ

たので、参考とされたく送付いたします。 

 

 






















































































